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研究成果の概要（和文）：　本研究は「持続可能な開発目標(SDGs)」の目標4・ターゲット7(以下、SDG4.7)のモ
ニタリング・評価の枠組みを開発し、学校レベルでのSDG4.7の効果を測定し、いかなる課題があるのか明らかに
した。具体的には、SDG4.7が対象とする持続可能な開発のための教育(ESD)、平和、人権、ジェンダーなどの諸
課題に関して、学習者がどのように理解できているのか（あるいは、できていないのか）横浜市のESD推進校23
校を対象とした質問紙調査の結果にもとづき明らかにした。その結果、身近な課題への理解に対して、地球規模
の課題に関する理解に困難を抱えていることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　This study developed a monitoring and evaluation framework for Goal 4 and 
Target 7 (hereafter SDG 4.7) of the Sustainable Development Goals (SDGs) to measure the 
effectiveness of SDG 4.7 at the school level and to identify any challenges. Specifically, the 
results of a questionnaire survey of 23 ESD-promoting schools in Yokohama City were used to examine 
how well (or not) learners understood the various issues covered by SDG 4.7, including the Education
 for sustainable development (ESD), peace, human rights, and gender. The survey results showed that 
the learners' understanding of the issues at hand was insufficient. The results revealed that 
learners have difficulties understanding global issues compared to their knowledge of familiar 
issues in their daily lives.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　今日の学校教育では、ESDの推進が重視されている。本研究で開発したSDG4.7に関する評価の枠組みは、学校
現場で取り組まれているESDの成果を明らかにし、今後の教育実践への示唆を見い出すうえで活用されるもので
あり、社会的意義が高いと言える。また、ESDによって育まれる資質・能力を明らかにするとともに、どのよう
な側面で難しさを抱えているかを明らかにした本研究は、これまでのESDに関する学術研究に新たな知的貢献を
加えることができたと言え、学術的にも異議のある研究であった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 本研究を開始した時期に、国際機関レベルにおいてユネスコを中心に「持続可能な開発目標

（SDGs）」の目標 4・ターゲット 7（以下、SDG4.7）を国レベルで自ら指標を定めて評価する

手法の開発に関する取り組みが進められていた。その評価指標として、「地球市民教育（GCED）

や持続可能な開発のための教育（ESD）が、各国の教育政策、カリキュラム、児童・生徒・学習

評価のすべてに主流化されていること」（指標 4.7.1）、「グローバ ル・シティズンシップと持続

可能性に関する課題について十分な理解を示している生徒の割合」（指標 4.7.4）等が設定されて

きたが、4.7で掲げられている教育の具体的な内容や方法、またそれらを通じて学校レベルに期

待される具体的な学習成果については、その概念の複雑さゆえ国際的に統一した見解が蓄積さ

れているとは言えず、4.7 のモニタリングと評価は SDG4 のなかでも最も困難な課題の 1 つで

あった。特に非認知能力についての測定ツールの開発が難航しており、また各国でのデータの入

手可能性についても課題が残っていた。 

 こうした状況を踏まえ、SDG4.7のなかでも特に ESDに焦点をあてて、学習者の資質・能力

の育成にいかなる効果があるのかを評価することの学術的ならびに実践的な重要性を認識し、

本研究を構想した。 

 

２．研究の目的 

本研究では、SDG4.7のモニタリング・評価の枠組みを開発し、学校レベルでの SDG4.7の効

果を測定し、いかなる課題があるのかを検証することを目指した。教育の意味を問い直そうとす

る目標 SDG4.7 を、教育学的に捉え直し、国や社会の文脈に応じた教育のあり方を検証するこ

とによって、SDG4.7を実質化していくことが、本研究の目的であった。 

 日本では、およそ 10年に一度のペースで、学習指導要領（Course of Study、いわゆるナショ

ナルカリキュラム）が改訂されてきた。この学習指導要領の中で、教科の学習を通して「持続可

能な社会」について理解することの重要性が、最初に明確に指摘されたのが 2008 年・2009 年

の改訂版であった。そして、2020 年から一年ごとに、初等教育、前期中等教育、後期中等教育

と順番に導入されている、最も新しい学習指導要領の中で ESDの推進が明確に記された。とり

わけ、新しい学習指導要領ではアクティブ・ラーニングを通して、ESD を実践することの重要

性を指摘している。そのような教育を通して、人々が市民として、また職業人として、必要とさ

れる資質・能力を身につけていくことが期待されている。 

本研究では、実際に ESDに積極的に取り組んでいる学校を対象とした質問紙調査の結果を踏

まえ、ESD を通して育まれる資質・能力を評価するための枠組みを開発した。また、そのよう

な取り組みを行ううえで、学校がどのように管理運営される必要があるのかについての検証を

行った。 

 

３．研究の方法 

本研究を開始する一年前の 2020 年 10 月に、本研究チームでは横浜市の ESD 推進校を対象

として、児童・生徒と教師の「ESD に対する知識・態度・行動」に関する質問紙調査を実施し

た。これは、研究代表者が、本研究の基盤となる知見を得ることができた科学研究費補助金・挑

戦的研究（萌芽）［課題番号：17K18612］の成果を踏まえて実施した調査であった。この調査で



は、「持続可能な開発」の概念を構成する環境・経済・社会の 3領域を踏まえて、地球規模課題

として広く認識されている諸問題に関して児童・生徒や教師がどのような知識を有しており、そ

れらの問題に対応するためにいかなる態度や行動をとっているのかという実態を把握し、今後

の課題を明らかにすることを目的として行った。その際、知識については地球環境や国際社会に

対する認知度、態度や行動に関しては日常的な学習場面や生活場面において、どのような態度・

行動をとっているかについて尋ねた。 

この 2020 年調査をベースに、ESD によって育まれる資質・能力を評価するための枠組みを

開発した。加えて、ESD を推進するうえで欠かせない学校の管理運営のあり方についても検証

した。 

 

４．研究成果 

児童・生徒の知識・態度・行動に関する質問への回答を見ると、態度や行動の面では平等性や

多様な価値観を重視し、環境保全に積極的に取り組み、多様性に開かれた行動を取る傾向が見ら

れた。その一方、知識に関しては格差や不平等に関する知識は身に着けているが、環境・経済・

社会の相互関連性や自分自身の行動とそれらの関連性について十分に理解をしているわけでは

ないと感じていることが見て取れた。学校ででも、校内での環境保全に関わる取り組みには積極

的に取り組んでいるが、地球規模課題についての授業では受動的な態度である可能性が示唆さ

れた。 

とりわけ、ESD推進校において「ホールスクールアプローチ（機関包括方アプローチ）」によ

る ESDの取り組みが積極的に進められており、そのことが小中の各学校段階に共通して、児童・

生徒の知識・態度・行動の全てに対してポジティブな影響を及ぼしていることが、今回の調査結

果から明らかになった。また小学校では ESD/SDGs関連の取り組みも児童の知識や態度にプラ

スの影響を与えている。このように、ESD 推進校における学びの体験が一定の成果を上げてお

り、持続可能な社会の実現に貢献するような方向に向かっていると考えられた。 

 一方、汎用的能力の育成や世界的課題についての知識の伝達といった教師の教育実践が必ず

しも児童生徒の知識、態度、行動に結びついているとは言えない可能性も示唆された。その原因

として、地球規模課題として挙げられる諸問題が、この年代の子どもたちにとっては馴染みが薄

く難度の高いものであることに、まずは留意する必要がある。とりわけ「知識」に関しては、児

童・生徒に地球規模課題についてどのくらい知っているかを問いた「意識」の結果であって、実

際の「知識」の多寡を検証しているわけではないことにも注意を払う必要がある。すなわち、子

どもたちの学びが深まるなかで、世の中には難しい問題がたくさんあることを理解し、自分はま

だ知らないことが多いということを謙虚に受け容れる意識が働いている、といった可能性につ

いても、今後さらに検証していくことが欠かせない。 

 これらの諸点を整理し、ESD を通して育まれる資質・能力を評価する枠組みとして提示する

と共に、そうした教育実践を支援していくための学校の管理運営のあり方についても「ホールス

クールアプローチ」のより積極的な導入の必要性を指摘した。 

日本における ESDは、必ずしも最近になって新たに実践されるようになってきたわけではな

い。たとえば、自由研究や調べもの学習といった形で、あるいは総合的な学習の時間や生活科と

いった教科を通して、日本の教育現場ではここで示したような考え方にきわめて近い形で教育

実践の積み重ねが行われてきた。そのため、領域横断的な学びのあり方や、それを通して育みた

い資質・能力の中身は、日本の教師たちにとってそれほど目新しいものではないと考える。 

しかしながら、「持続可能性」という概念を基軸に、今日の世界の（そして地球の）持続可能



性を脅かしている諸問題に対して、教科横断的な学びを実践することは、多くの教師たちにとっ

てやはり新しい取り組みになるともいえる。ただし、そもそも各教科の教科内容が必ずしも十分

に系統性をもってデザインされているわけではないなかで、無理やり「教科横断ありきのカリキ

ュラム編成」をしてはならないことにも留意する必要がある。 

いずれにしても、ESDに関する理解を現場の教師たちが深めることのできる研修や、ESDを

実践するための教材開発や教授法の検討などを行っていくことが、今後ますます欠かせない。と

はいえ、近年の日本では、教師の労働時間が OECD諸国の中で最も長いことが問題視されてお

り、ESD に関する研修を大幅に増やすということは、教師への負担が増大するという観点から

も、安易に提案すべきではない。そのため、本研究で提示した評価枠組みなどを参照しながら、

たとえばある程度生徒たちが地球規模課題について自学自習できるような副教材（ワークブッ

クなど）を開発していくことが必要である。 

なお、ESD と並び、今日の新しい教育のアプローチとして「グローバル市民性教育（Global 

Citizenship Education: GCED）」という取り組みもある。どちらも、持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals: SDGs）の目標４・ターゲット７の中で、重要な教育の取り

組みとして掲げられている。ESDも、GCEDも、汎用的コンピテンシーを育むための教育とい

う特徴を共有している。そのため、今後の研究課題として SDG4.7をより幅広い視点から捉え、

ESDのみに限定するのではなく、GCEDとの比較なども行いながら、さらなる研究に取り組ん

でいくことが必要である。 
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